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第７回新たな公益信託制度の施行準備に関する研究会 

 

 

日時：令和７年８月22日（金）13：00～15：26 

場所：虎ノ門37森ビル12階 会議室（Web会議併用） 

 

 

【出席者】 

参 与：生野参与、大塚参与、岡本参与、黒田参与、溜箭参与、林参与、藤谷参与、 

松前参与、弥永参与、湯浅参与、吉谷参与 

事務局：高角局長、大野次長、魚井課長、中山法令基準室長、豊福企画官代理 

 

【議事次第】 

１．開会 

 

２．議事 

（１） ガイドラインの検討に関する討議 

   第４章（公益信託認可の申請等） 

   第５章（公益信託の財務規律・情報開示等） 

（２） ワークショップ・調査研究について                 

 

３．閉会 
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2025-8-22 第７回新たな公益信託制度の施行準備に関する研究会 

13時00分～15時26分 

 

○湯浅座長 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第７回「新たな公益信託制

度の施行準備に関する研究会」を開会いたします。 

 参与の皆様におかれましては、大変お忙しい中御出席いただきまして、誠にありがとう

ございます。 

 それでは、まず事務局から事前連絡をお願いいたします。 

○豊福企画官代理 それでは、事前の御説明をさせていただきます。 

 本日の参与の出席状況について御報告いたします。 

 大塚参与、岡本参与、溜箭参与、弥永参与、藤谷参与がオンラインで御参加となってお

ります。 

 今回、会議室ではお一人に１つずつマイクを設置しておりますので、参与の皆様におか

れましては、御発言の際にはマイクのスイッチをオンにしていただき、御発言が終わりま

したらオフにしていただきますよう、お願い申し上げます。 

 続きまして、本日の研究会の留意事項をお伝えいたします。 

 前回と同様の説明になりますが、資料としましてガイドライン案イメージを添付してお

ります。これはイメージを持って議論いただくための参考資料であり、検討漏れや不十分・

不適切な表現等がある可能性があるものとして提示しており、研究会の議論を踏まえて全

般的な見直しを予定しております。なお、検討漏れの論点、ガイドラインの表現ぶりや記

載内容について御意見等があれば、別途書面で御提出いただけば、適宜対応してまいりた

いと考えております。 

 以上を踏まえ、研究会において御提示した論点について簡潔にコメントいただきますよ

う、お願い申し上げます。 

○湯浅座長 それでは、議事に入りたいと存じます。議事次第に従いまして、議事を進め

てまいりたいと存じます。 

 まず事務局から「（１）ガイドラインの検討に関する討議」の「第４章（公益信託認可

の申請等）」につきまして御説明いただいた後に、出席者の皆様から御意見をいただきた

いと存じます。 

 では、事務局は簡潔に御説明をお願いいたします。 

○豊福企画官代理 それでは、引き続き説明させていただきます。 

 横書きの第７回新たな公益信託制度の施行準備に関する研究会の資料を使ってまいりま

す。 

 冒頭数ページはロードマップ的に毎回つけているところで、今回第７回ではガイドライ

ン等についての意見交換を行う予定にしております。 

 ７ページに本日御意見をいただきたい事項を整理しておりまして、ガイドラインの検討
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に関する討議としまして２つ、第４章、第５章、第４章については公益信託認可の申請等

に係る部分になっています。こちらはガイドラインのイメージでいけば資料２のところで

す。 

 第５章につきましては公益信託の財務規律等に関する部分でございまして、こちらは今

月と来月の２回にわたって説明、整理をしていく予定で、今回前半部分となってまいりま

す。 

 それでは、早速ですけれども、９ページ以降について第４章のところを説明させていた

だきます。 

 こちらの資料につきましては、事前説明にて御意見等もいただいておりますので、事前

にお渡ししたものから一部見直しないし追加等をしたところもございます。大きな見直し

分については内容をもって説明しますけれども、それ以外につきましては、前月同様、論

点部分のみを説明させていただきます。 

 それでは、10ページになります。こちらでは信託行為に関する留意事項としまして記載

しております。 

 まず、１点目の上段のほうですけれども、公益信託の認可と信託行為及び信託の効力の

発生のタイミングの考え方を整理しております。以前、事前説明では少し違った説明をし

ましたけれども、ここでは認可に際しましては細部を含む正式な信託行為の内容が確定し、

その内容での信託行為の成立を求めるとしております。それで、信託行為の成立、いわゆ

る契約の締結につきましては、認可の前ないし認可の後に両方とも可能と考えております。 

 ただ、そのときの効力の発生の方法といたしましては、下に少し整理しておりますけれ

ども、認可前と認可後において若干変わってくるかということになります。かつ、認可前

につきましては印紙税がかかってくるということになっていますので、この点を少し明記

しているところでございます。 

 続きまして、下段の帰属権利者についてとなります。こちらは一部先生方から意見をい

ただいたところもございましたので、①のところの１行目に最劣後は②の方法をというの

を追記しております。もともと順位を付して複数の個別団体の名称等を書いていましたけ

れども、法的には個別団体が帰属権利者になることを放棄することも可能ですので、最後

の最劣後の部分ではバスケット的なことを置いてはどうかということでこういうふうにし

ております。 

 また、明記した団体が不祥事等を起こして、そういう場合は合理的な理由があるという

ことであれば、受託者とか委託者、信託管理人とか合議制機関も含めて、この中での合意

でもって順位の変更ができることを可能にしたらどうかという意見をいただいていますの

で、そういうことで採用しております。 

 続きまして、11ページになってまいります。こちらは任意的記載事項の話になってまい

りますけれども、委託者の権限についての考え方を明記しているところでございます。こ

ちらについては大きな変更等はしておりませんので、論点だけ説明させていただきます。 
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 12ページも同じように論点だけになりますけれども、公益信託の目的についての記載の

考え方と記載例についてどのような形がよろしいかということで、右のほうに対応方針案

を記載しているところでございます。こちらも大きな変更はございませんので、先に進ま

せていただきます。 

 13ページは上下２つありますけれども、信託財産に属する金銭の運用に関する部分にな

ります。この運用というのはいわゆる利殖目的での運用という前提で少し整理をしており

ます。 

 まず１点目としましては、運用といわゆる収益事業、公益信託の場合は公益事務のみを

目的とするというところがございますので、収益事業はできないという関係で、この２つ

の線引きというのをどこに置きますかというのが一つの論点です。 

 ２つ目なのですけれども、信託財産に属する金銭の運用につきまして、信託行為にどこ

まで求めますかということを考えているところでございます。当然、利殖目的ということ

ですので、金銭が増えるような運用を行うのですけれども、その際の運用の対象ですとか、

目標のリターンとか、そういうところによって運用の中身も全く変わってこようかと思い

ますので、受託者がある程度運用について適切なものができるような形での運用の枠組み

みたいなものが必要ではないかということで幾つか書いているところでございます。 

 続きまして、14ページでございます。こちらは合議制機関についての論点になってまい

ります。ここからはいわゆる相対的記載事項となりますので、合議制機関を置く場合には

信託行為に明記をするということになってまいります。 

 そういう合議制機関につきまして、３つほど論点を掲げております。適正な運営のため

に必要不可欠なものについてどのような考え方をしますかですとか、信託行為に定める範

囲についてどのようなことを定めますかと、例えば、施行規則の１条の13号では職務、権

限、委員数、選任の方法等を定めることになっていますけれども、それをどこまで明記し

ますかというのが論点の２つ目です。 

 ３点目が合議制機関の委員の選任の在り方について少し掲げているところでございます。

こちらも事前の説明から大きく変わっていないので、内容は少し省略させてもらいます。 

 続きまして、15ページになります。こちらは利益相反行為等についての具体的な例示と

いうことで、何回か前の研究会で参与の先生方から御質問がありましたので、例示的に１

つ２つ書いております。例１が利益相反に関する部分で31条１項の話、例２がいわゆる競

合行為に関する話で32条１項の話になっております。 

 続きまして、16ページになります。こちらの相対的記載事項に関わる部分ですけれども、

利益相反行為等を行う場合は信託行為への記載が必要となります。。信託行為に記載がな

いときというのは利益相反行為を行わない、もしくは行うことができないような前提で公

益信託法は考えているところでございます。 

 仮に当初の信託行為において、利益相反行為について特段の取り決めを行わなかった場

合において、将来的に何らかの必要性が生じた場合、どのような扱いをしますかという論
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点になっております。少し複雑なのですけれども、御説明しますと、いわゆる信託法のデ

フォルトルールと公益信託法の考え方の整合というのはどのようなところへ着地しますか

というのが一つの大きな論点かと考えているところでございます。 

 個別の中身については以前説明したとおりでございますので、今回は割愛してまいりま

す。 

 続きまして、17ページでございます。こちらも同じく31条１項、いわゆる利益相反取引

に関する部分でございます。取引条件についてどのような考えを示すかということで論点

に掲げておりました。Ａ案、Ｂ案２つの考え方をお示ししておりまして、Ａ案は受託者が

第三者との間で行っている通常の条件を取引条件とする。Ｂ案は受託者が負担した費用で

すとか原価を取引条件とするというような考え方の案を示した上で、事前の説明の段階で

はＡ案をということで言っておりましたけれども、今回、事務局内で再度いろいろ調整し

た結果なのですけれども、両案を並列的に採用するということにしております。 

 そういう意味で、①が従来からあった①で通常の客観的な取引条件と比べて受託者に有

利にならないミニマムベネフィット的な水準、②といたしまして受託者が負担した費用ま

たは原価を合理的に算出できる場合は、当該算出した結果をもって取引条件というこの２

つがありまして、この①でも②も対応ができない場合には、従前あった②についていわゆ

る重要な事実を開示して信託管理の同意を得たということで整理をしているところでござ

います。当然ながら、この場合については、信託概況報告で当該行為についてきちんと報

告をするということを求めているところでございます。 

 続きまして、18ページから信託行為ではなくて、公益信託認可の申請に関する部分にな

ってまいります。 

 18ページの部分は、受託者が個人である場合の自宅の住所というのが論点になってまい

ります。この住所におきましては、計算書類等の書類を据え置いたり、閲覧請求があった

場合に対応するような住所になってまいります。この住所を住民票に記載がある、いわゆ

る居住している場所にするのか、それとも別の場所にするのかみたいなことを論点に挙げ

ているところでございます。最近の個人情報の保護の観点等もございますので、仮に事務

所等を構えて、そちらでこういう公益信託事業を行うことであれば、そちらのほうでこの

ような書類も置くこともあろうかということで、２つの住所を容認ということで考えてい

るところでございます。 

 続きまして、19ページになります。上段の遺言信託における申請というのは追加で掲げ

ているところでございます。公益信託は遺言信託、いわゆる遺言にて信託というのを設定

することも可能になっております。遺言信託の受託者の確定というのは遺言の効力発生後

となりますので、遺言信託における公益信託の申請は遺言の効力発生後に行うということ

を考えております。 

 それと、ここに受託者の確定がなぜ遺言後なのかというのを２つほど書いていますけれ

ども、遺言というのはいつでも撤回が可能でありますし、その内容も変更が可能でありま
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す。そういう意味で、遺言者の生存中においては、公益信託に係る内容の削除ですとか変

更の可能性というのは否定できませんので、最終的に決まるのは遺言者が亡くなったとき

になるのではないかということでまず１点目です。 

 ２点目でございまして、遺言の中に受託者となる者が指定されておいても、指定された

者というのは公益信託を引き受けるか否かというのは選択できるようになっております。

そういう意味で、仮に遺言に指定されたものが公益信託を引き受けないとなった場合には

別の者、これは裁判所が受託者を選任するということがデフォルトルールになっています。

従って、受託者となろうとする者が何らかの形で確定した段階以降でないと申請というの

は難しいのではないかということで、こういう形にしているところでございます。 

 続きまして、19ページの下段でございます。こちらは受託者個人、いわゆる経理的基礎

を充足するために、個人の受託者の固有財産に属する財産の状況とか収入を明らかにする

書類ということで論点に挙げております。中身については事前に説明したものから変更は

ございませんので割愛をしてまいります。 

 最後、20ページになります。委託者が承諾したことを証する書面となっておりますけれ

ども、公益信託法７条１項では、公益信託の申請というのは受託者となろうとする者が信

託行為を証する書面ですとかそういうものを添付して提出するということになってまいり

ます。そういう意味で、受託者はそのような行為、委託者が受託者に行う行為ですとか、

そういう信託行為の中身についてきちんと理解もしくは説明を受けて了解しているという

ことを分からせるための書類というのを求めているので、どのようなことを書くかという

のが論点に挙がっているところでございます。こちらも中身については変えておりません

ので、説明につきましては省略とさせていただきます。 

 私のほうからの説明は以上になってまいります。 

○湯浅座長 では、ただいまの説明につきまして、皆様から御意見、御質問をいただきた

いと存じます。御意見、御質問がある方は挙手をお願いいたします。オンラインの御参加

の方でも、御意見がございましたら挙手ボタンでお知らせください。 

 では、よろしくお願いいたします。皆様、いかがでしょうか。 

 弥永参与、よろしくお願いします。 

○弥永参与 ありがとうございます。 

 遅れるかもしれないと思って、既に意見書案を出させていただいていたのですけれども、

今御説明いただいた16ページの利益相反取引ですが、次のページでＡ案とＢ案と挙げられ

ているところなのですけれども、ここのところでＡ案みたいな考え方を取ったほうがいい

という理由は、つまり、①のような考え方を取ったほうがいいという理由はどの辺にある

のかというのが気にはなっているのですけれども、それはさておいて、私はこの③という

のが実は問題ではないかなと思っていまして、それはどういうことかと申しますと、効率

的に算定できない、つまり、費用とか原価を合理的に算出できないときは信託管理人の同

意でと書かれているわけですけれども、信託管理人に選ばれる方々というのは、恐らくル
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ールに従っているかどうかとか、手続がきちんと行われているかどうかというのをチェッ

クする能力はあると思いますけれども、取引条件が妥当かどうかということについての専

門家ではないと思うので、このようなことについて、やはり信託管理人に対して求める任

務としては、過酷と言ってはいけないのかもしれませんけれども、能力を超えているので

はないかという気がするわけです。 

 そもそも受託者が負担した費用とか原価を合理的に算出できないような場合というのは、

言わば受託者のいろいろな費用とかそういったものの算定についての体制が整っていない

からなのではないかと思われまして、つまり、合理的に算出できないという場合というの

は、通常、受託者の体制が整備されていればないと考えてもいいのではないかと。そうだ

とすると、この①、②に当たらないような場合については、受託者との利益相反取引につ

いて対価をゼロとするというルールにしたほうがいいのではないか。対価がゼロになると

いうことであれば、受託者の方も負担した費用とか原価を合理的に算出するような体制を

整備するような動機づけもできますので、③というのは信託管理人の能力として想定され

るものに照らしても、また、受託者に対する動機づけというか、体制整備に対する動機づ

けという点からも好ましくないのではないかと思った次第です。 

 以上です。 

○湯浅座長 弥永参与、ありがとうございます。 

 では、ただいまの弥永参与の御意見に対して、事務局から御回答をお願いいたします。 

○豊福企画官代理 この取引条件を適正なものにするのは何かというのは、信託業界にお

いても大変難しい世界観があるもので、何がどこまでできるかというのはもう一度よく考

えてみたいと思っております。 

 ただ、信託法のデフォルトルールの中でも重要な事実を開示して、受益者、公益信託の

場合は信託管理人になりますけれども、信託管理人の承認を得たときというのは一つあり

ますので、この辺りの関係をもう一度よく整理してみようと思っております。 

 今の段階では以上になると思います。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほかの参与の方。 

 吉谷参与、お願いします。 

○吉谷参与 関連なので、少しだけ発言させていただきます。 

 私が提出した意見で、本日配られた参考資料だと26ページに書いてあるのですけれども、

私はこのＢ案のほうを見たときに、これは普通に信託銀行の人が見て考えるのは、自己取

引というよりも、信託法第48条、49条にある受託者が一旦費用を立て替えて払うという場

合に該当するようなことを書いたのかなとも思いました。その場合は自己取引にはならな

いので、そういう説明もここに１つ加わるといいなとまず思っていたのですけれども、今、

弥永先生のお話を聞いていて思ったのは、ひょっとすると、ここの②に書いているのは、

買ってすぐに渡すような場合だったら分かると思うのですけれども、買ってしばらくたっ
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た場合だと合理的に算出できるかどうか分からないと。そのような場合には、まず②を使

うのはやめて①の方法に行くという選択肢もあるのだろうなと考えて、この②はどういう

ケースを想定しているのかというのが、弥永先生がさっきおっしゃった当然管理されてい

るべきだというのに該当するのかどうかというところにかかってくるのかなという気がし

て聞いておりました。 

 以上です。 

○豊福企画官代理 ①はどちらかというと事業者が受託者になっていて、ほかの第三者の

一般のお客さんがいるようなケースで、そのお客さんと同じような条件というのをイメー

ジして、②は自分で使用する前提で一旦物を仕入れた上で、その物を信託側が自分のニー

ズに応じて使用するような形を少しイメージしておって、逆に②のほうは事業者以外で第

三者との間で取引等を行っていないようなケースというのもうまく拾えるようにしたらど

うかということを少しイメージしたところでございます。 

○大野次長 若干付け加えますと、②というのは多分NPO法人などが受託者になっている

場合があり得るのかなと。そのときの人件費を直接ここから持ってくるというようなこと

がしやすいのかなと思っています。 

 それから、先ほど吉谷先生からも話がございましたけれども、いつ買ったものか分から

ないけれども手元にあるものを使いましたというときに、うるさいことを言うまでもなく、

買ったときの価格で出しますよというぐらいのことはいいのだろうなと思っております。 

 それに比較すると、①というのはむしろ幅広く事業をしている場合における、まさに信

託銀行のようなところが受託者になる場合にはなじむのだろうと。③の場合が本当にある

かどうかということにつきましては、弥永先生の御指摘も踏まえて改めて検討していきた

いと思っております。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 大塚先生、よろしくお願いいたします。 

○大塚参与 ありがとうございます。 

 同じところなのですけれども、弥永参与のおっしゃることはもっともだとは思うものの、

③の位置づけをどういうふうに考えるかというところについて少しコメントいたします。 

 通常は恐らく①あるいは②によって信託行為に記載をすることができるかなとは思いま

す。その上で、③が必要になるのはどういう場合かというと、信託行為をする時点では、

例えば②によって算出は難しいという場合かなと思います。公益信託認可を受けた後ある

程度時間が経過して、信託行為に書かれた利益相反取引をする。しかし、その時点で初め

てどれだけの費用がかかるとか、原価がかかるとかというのが合理的に算出できる。そう

いった場合に、③のような対応ができないとすると、そういった利益相反取引をする場合

には改めて信託行為を変更して、これを変更認可してもらうという形になるかと思うので

すけれども、それが果たして必要なのかというところが問題となると思います。 

 仮に③によったといたしましても、信託管理人が適切な能力を持っているということを
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前提といたしますが、そういった信託管理人が採用できれば、信託管理人の同意によって

きちんと対応していくこともできますし、または信託概況報告にそういった内容を記載す

ることによって行政庁の監督も可能であるということだとすると、もちろん常にこの③の

対応ができるとは思いませんが、信託管理人にふさわしい人がいる、要は信託行為の③の

ような書き方をするのにふさわしい信託管理人がいるということを前提にすれば、③のよ

うな対応は常に不適当だということにはならないのかなと私は考えております。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 事務局から補足をお願いできますでしょうか。 

○豊福企画官代理 参考にさせていただいて、少し考えさせていただきます。 

○湯浅座長 基本的には①もしくは②で、①、②で対応できない最後の手段として③があ

る、③はレアなケースというような位置づけなのですかね。 

○大野次長 そのように考えております。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 その他の参与の方、御意見等はございますでしょうか。この章は様々なことが論点でご

ざいますので、いろいろあるかと思いますけれども。 

 岡本参与、お願いいたします。 

○岡本参与 事前に提出した資料で説明資料に対する意見書を提出しているのですけれど

も、配付資料の中に入っていないように思うのですが、事務局の方、いかがでしょうか。 

○豊福企画官代理 まだ全てをうまく整理できていませんので、頂いた資料というのは昨

日頂いたExcelのものですよね。 

○岡本参与 そうです。こちらに入っているのかな。ごめんなさい。シートを別に分けて

いたので、どちらも入っているのかしら。 

○豊福企画官代理 参考資料２が資料１への意見ということで整理したところになります。

ほかと同じようなフォーマットに変えましたので、こういう形にしております。 

○岡本参与 これは参考資料２なのですね。 

○豊福企画官代理 １が資料２に対する御意見ということで。 

○岡本参与 今の利益相反取引のことについては書いていたかと思うのですが、いかがで

しょうか。番号が出せなくて申し訳ないのですけれども、利益相反取引の件はページ数で

いくと15ページにいいのかしら。15ページにありました。ありがとうございます。資料の

確認ができていませんで申し訳ありませんでした。 

 事例として挙げられているものの話について、一つ一つ丁寧にどうなのかということに

ついて議論しています。一般に価格があるようなもの、ないようなものとあるのですけれ

ども、信託法の条文についても、信託法の31条の話でずっとやられているかと思うのです

が、31条だけで見るのが妥当かどうかということについて意見書のほうに出していますの

で、その辺りについては確認をしていただきたいなと思います。 
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 つまり、費用として、受託者が出した場合について、それについて補填することができ

るわけですよね。信託財産から補填することができるということになっているかと思うの

で、そういう意味での費用として出したものを48条ですね。受託者が信託事務を処理する

のに必要と認められる費用を固有財産から支出した場合に該当するということになるので

すが、物品や役務を販売するもの、役務（サービス）を販売するものであると言えるかと

いうと、販売ではないことは明らかで、商取引関係ではないと思います。だから、商取引

関係ではないけれども、財やサービスの提供があった場合について、それについて原価あ

るいは価格について正確に求めさせるというようなことを皆様方は考えておられるのかな。

規模が非常に大きいような団体であるかもしれませんが、そうではなくて、小さな場合で

子ども食堂をやっていて、食材を丁寧に購入してやるというようなこともあるかもしれま

せんが、同じ人が働いていてサービスを一緒につくって委託するような場合もあるし、い

ろいろな場合が考えられるので、そんなに簡単に原価が幾らで価格がどうのというような

ことが算定できないことはたくさんあると思います。 

 最初の御意見の中で、それをやらないのは受託者の能力がないという話がありましたが、

それは非常に大きな規模の場合はそうですが、小さな規模の場合にはそういうことが能力

の問題ではなくて実務上ほとんど不可能な場合がたくさんあると思いますので、一律にそ

ういう形で物品や役務（サービス）を販売するものであるということを前提にした議論を

立てるのはよろしくないのではないかというのが私の意見です。それが一点です。 

 それから、それ以外についても、例示されていた幾つかのものについても意見を書いて

おりますので、その辺りについても、いつも私の意見で時間がなくなることが多いので申

し訳ないと思っていますので、意見書のほうに丁寧に書きましたので、そちらを読んでい

ただけたらと思っております。 

 それから、今回の御議論の中で31条２号２項の取扱い方について若干問題があるのでは

ないかなと思いますので、その点についても当該説明資料の16ページに関することとして

書いてあります。そこについても御参照ください。 

 それから、利益相反について、ほかのところでもそうですが、それから、第４章のみな

らず、第２章、第３章についてもそうですが、例えばそれこそ100億を超えるような信託と

1000万を下回るような信託を同一の規制でするということは根本的に無理があるというこ

とをずっと言っているのに、その点についての配慮がなくてずっと同じように展開してい

るという議論になっているものについて、これまでのこの研究会の議論でも何回も規模別

の規制方法が重要ではないかという意見も出てきましたし、それから、事務局提案の中で

も軽量型というような言葉も使われてきたことがあるかと思うのです。そういう点でも、

利益相反の例えばその一つを丁寧に議論するというときについても、そういう配慮という

のがやはり必要になると思いますので、その点について確認をしていただきたいと思いま

す。 

 ほかにもありますが、今は利益相反のことについて、特にそこだけ言及させていただき
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たいと思います。 

 以上です。 

○湯浅座長 岡本参与、簡潔にありがとうございます。 

 では、事務局から御回答をお願いいたします。 

○豊福企画官代理 31条と48条は、表裏一体的なところがありますので、ここでは31条に

当てはまるようなものは何かという例示で書いているつもりでございます。それが48条と

誤解されるようなので、例示のところは31条に該当するような内容に書き直そうと思って

いるところでございます。当然ながら、48条に該当するようなときとは違うという点も先

ほど吉谷先生からあった御意見にございましたので、その辺を踏まえて少し考えたいと思

っております。 

 もう一つは、忠実義務ないし利益相反行為のところでしょうか。これはいわゆる受託者

の能力ですとか受託者の規模によって変えていいのかどうかというのは論点として結構あ

ろうかとは思っております。善管注意義務では当然受託者の能力等に応じてそのレベル感

が異なるというのが今までの信託法の中では言われておったのですけれども、少なくとも

日本の信託法において忠実義務のところはそれと同じような考え方が取れるかどうかとい

うのはいま一つよく分からないので、この辺りは先生方等も含めてよく御議論させてもら

えればと思っているところでございます。 

○岡本参与 原則として、もちろん利益相反がある場合や、それから、忠実義務について

誠実に考えれば、厳密に区別することは可能性があると思うのですけれども、信託法の第

32条でも信託管理人に重要な事実を開示して承認を受けるということが入っていて、それ

については、信託行為で禁止されていない場合については可能というのが信託法の考え方

なのだよと。そういう意味でいけば、小さな団体のような場合には、信託管理人の承認が

あればそれが可能であるというような条項についてもっと遵守をして、非常に細かな計算

でもって利益相反を区分していかなくてはいけないというようなことについては現実性を

欠くと私は思います。原則として利益相反がいけないというのは当たり前のことであって、

それを現実的にうまく適切に対処するときに、大きな団体と小さな団体では必然的に違い

が出てくるのではないでしょうかということを申し上げているのです。 

○大野次長 若干補足させていただきます。 

 ここの資料の中で販売という言葉を使ったのが適切だったか否かというと、若干適正で

はないところもあったと考えております。 

 その上で、信託法、公益信託法の規律自体は大規模であろうが小規模であろうが変わる

ところはないというのが私の認識でございます。ただ、例えば費用についての考え方であ

りますとか、どのように計上するか、それから、どのような場合に利益相反、利益相反と

いう言葉も複数の形があって、法律上形式的に利益相反に当たるかどうかということと法

律上禁止すべき利益相反ということの２つの意味があって、前者はかなり幅広く取った上

で、禁止すべきものについてはそれほど広くないというのが多分小規模なNPOなどが受託
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者になる場合の現実だと思います。そこをどう整理していくのかということについてはい

ろいろと考えていきたいと考えてございます。 

 それから、31条の２項２号の問題でございまして、信託管理人の同意を得た場合にどう

なるかということがあるのですけれども、ここは公益信託法において利益相反する予定が

ある場合には信託行為に書きなさいという規律をつくっている。それでなお書いていない

ということは、それは禁止するということだと理解しております。そういうことがあり得

るのだというのであれば、信託行為に書いておけば問題ありませんという規律です。そこ

は信託行為にどのように書くかという現場の工夫で対応していくのが現実的な解ではない

かと考えております。 

○湯浅座長 弥永参与、御発言をお願いいたします。 

○弥永参与 私の主張は、岡本先生がおっしゃったように正確にというのと合理的にとい

うのは全く別の問題だと思っていて、合理的に算定できないというのは論外だろうと思う

というだけですので、正確に１円まできちんと算定できなくてはいけないという主張をし

ているわけではないです。 

 あと、やはり48条と利益相反取引と分類される場合というのは全く基準が違っていると

思いますので、岡本先生のお考えのように、48条のほうをどういうふうに計算するのかは、

言わば非常に小規模な公益信託の受託者であれば、それはそれにふさわしくていいと思い

ますけれども、やはり利益相反取引というこれに該当するときはやはりそれなりの厳しさ

が必要なのではないかということなので、48条のほうに及ぶそういう解釈として私は申し

上げたつもりはないので、そこだけは弁解させてください。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 林参与、お願いいたします。 

○林参与 意見ではなくて論点の確認だけなのですけれども、要するに公益信託の受託者

が何らか物品を使わないといけないとかそういう場面があって、本来、典型的には第三者

から市場で買えば、適正価格で買うから、それを固有財産で買ったら費用償還として費用

を信託財産から取得するというか、払ってもらう。そこは形式的には自己取引っぽいのだ

けれども、48条で許されているので、費用が適正だったら、受託者が信託財産の中から自

分で取って支払処理をしていいというのが信託法の基本的な考え方で、ただ、それを第三

者から買えば問題ないのだけれども、実は受託者も、ここ固有財産として持っていたり取

引したりするようなときにどうするのかというのは、自分のものを持っているのだからそ

れで処理したらいいではないかというのは形式的には分かるのだけれども、その取引はて

結局それこそお手盛り的に自分で価格を決めて高くして、信託財産からお金を不要に取る

ということが事実上可能な状態になるので、それは利益相反取引だから適正な価格でやる

べきだ、こういうＡ案、Ｂ案でやるべきだということをここで言っているのだろうなと思

っているので、至ってそれだけの話であって、僕からしたら、市場で第三者から買ったら

いいものをわざわざ自分のものをやろうとするから論点が増えるのは間違いないのだけれ
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ども、それは簡便だからやるのだったらやったらいいのだけれども、要するに適正なとい

うか疑いのない価格でやるべきだから、Ａ案、Ｂ案というのを持ってきているのですとい

う趣旨だと思うのです。 

 僕はそこまでのことは理解できているので、要するに48条のプロパーの問題なのか、利

益相反の問題なのか、そこは議論するときに切り分けないといけないのだけれども、利益

相反のときはお手盛りで価格をがーっと高く上げることはしてはいけないことなのだけれ

ども、いかにもなりそうなシチュエーションだからＡ案、Ｂ案という基準を持ってきてい

るのですということだと思うので、至ってそういうふうに理解しているので、それは信託

の規模に関わらない話ですよね。要は小さくたって、そういう意味では自己の持っている

ものを、つくっているというかそういうものを扱う信託との間で取引するのだったら、普

通の価格でちゃんとやってくださいと。至ってそれに尽きると思うので、それは規模にか

かわらずやるべきことだと僕は思っているので、以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 大塚参与、お願いいたします。 

○大塚参与 ありがとうございます。 

 岡本参与の御意見のうち、資料１の16ページに関わる点です。信託法31条２項２号によ

る利益相反行為について、事務局提案に反対する御意見でしたけれども、信託法31条２項

２号では受益者、あるいは受益者がいない場合、信託管理人の承認があれば利益相反行為

ができるということになっておりますけれども、これはまさに通常の信託というのが受益

者の利益のためのものであるということから来る規律だと思います。したがって、委託者

が禁止していない限り、受益者がいいと言えばいいと。これは当然の規律なのだろうとい

うことです。 

 しかし、公益信託の場合、それには受益者がおらず、かつ公益のためのものであって、

かつそこに税制優遇もついていますので、まさに公益のためにきちんとしているかどうか

ということが重要な観点となってきます。信託管理人は公益を図るために動くことが義務

づけられていますので、その承認というのはまさに公益のものではあるとは思いますけれ

ども、公益信託法の構造というのはそれだけでは駄目で、公益信託認可によって行政庁が

監督するということを中心としているわけです。 

 そういたしますと、４号のような緊急の場合には致し方ないとは思いますけれども、そ

うでない、緊急でない場合には、あらかじめ利益相反取引をするという予定があるのであ

れば、それは信託行為に書いて行政庁の判断を仰ぐべきなのだということに基本的にはな

るかなと思います。その書き方は、例えば信託管理人の承認を得てとかそういった手続的

な要件を課しつつ、ある程度柔軟というか抽象的な書きぶりをすることも可能ではあると

思いますが、そうであってもそういう柔軟な対応をするのだということをあらかじめ信託

行為に書いておいて、そういった柔軟な対応を許してもいい程度にきちんとガバナンスが

できているかということを行政庁が判断する契機を与える必要があります。そうすると、
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この２号については、まさにそういった信託行為に全く書かずに、２号の例外要件に該当

して利益相反行為ができるのだとすることにはちゅうちょを覚えます。したがって、事務

局提案のような考え方に私自身は賛成いたします。 

 以上です。 

○湯浅座長 岡本参与、お願いします。 

○岡本参与 今の御意見ですけれども、よろしいでしょうか。 

 今の御意見について、先ほどの事務局からの御説明でもあったのですけれども、公益信

託法の施行規則の中で利益相反に当たる場合についてはちゃんと信託行為のどこかに書き

なさいということが書かれているので、その点については決まったことであるので、まず

前提として、事前にちゃんと信託法に書くことが必要であるということについて異論を述

べているわけではございません。 

 書いた上で、どういう形で利益相反行為に該当するようなものについて具体的に手続的

に前に進めていくのかということを考えたときに、先ほど言ったようなサービスの販売と

かそういうような原価の問題についていろいろな議論がありましたが、もともとの信託法

の中では重要な技術の開示がなされていて、信託管理人がなされて、それで信託管理人が

同意している場合については、信託行為の中で禁止されていなければやっていいという形

での信託法自身の中でも相対的に信託管理人、信託法の場合は受益者ですけれども、公益

信託の信託管理人の権限でもって、つまり、受益者の権限でもって利益相反行為について

相対的には緩い規制になっているということを考慮すべきであると僕は主張しているわけ

です。 

 なので、その点について、行政庁もそれについて関与するというのについては、僕は大

規模な場合に行政庁がそれについてより厳しく管理していくというのは妥当性は高いけれ

ども、あるいは計算についても非常に細かくきちんと計算するということについて、ルー

ルを決めて、ちゃんとそこがはっきりしないと駄目だということについてどんどん言って

くというのも、規模が大きい場合には非常に重要だけれども、規模が小さいところでそう

いう計算を丁寧にすることが具体的な状況の中で非常に困難な場合もあるので、そういう

ような場合も含めて考えれば、重要な事実の開示が信託管理人になされていれば、しかも、

もちろんもともと信託行為の中に利益相反行為について一定の範囲内で認めるということ

が書かれている場合であれば、非常に具体的な利益相反行為について細かく信託行為に事

前に記載するとか、あるいは実際にやるときに一つ一つについて、その計算について非常

に細かくするということをしなくても、信託管理人の同意がある限りは進めるように、特

に小規模の公益信託については、そういう法解釈が可能である限りには、そういう形での

対処をしたほうがよろしいと。それが現実的だということを例１とか例２についても言及

しつつお話をしているわけであって、もともと事務局から提案があったように施行規則で

書かなければやってはいけないと書いてあるでしょうと。それを前提にしてその先の議論

を言っているということで御理解ください。 
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○湯浅座長 大塚参与、お願いします。 

○大塚参与 大塚です。ありがとうございます。 

 岡本参与の御意見を読み間違えており、申し訳ございませんでした。岡本参与のおっし

ゃることも分かるのですけれども、やはりもともとの信託法31条２項２号の趣旨というの

は、信託というのは委託者が受益者のためのものとしてつくるものであることから、委託

者が禁止していない限り、受益者の承諾があればある程度柔軟にしてもよかろうというこ

とになっておりますので、それと公益信託法執行規則１条14号の話とはやや趣旨が異なり

ます。したがって、信託法の趣旨、柔軟というかある程度緩やかな規律でやっているとい

う趣旨をそのまま持ってくるというのは法解釈上はなかなか難しいところになるかなと思

っております。 

 その上で、特に小規模の公益信託においてどこまで柔軟な記載を許すかという点ですけ

れども、小規模な公益信託につきましてはある程度柔軟な対応を許したほうがいいという

実務上の要請は理解しているところではございますが、しかし、あくまで公益信託という

枠組みを使うのであれば、それは小規模なものであったとしても、利益相反については厳

しくといいますか、きちんと対応しなければいけないということになってくるかと思いま

す。ただ、信託管理人の承諾があればできるということだけを信託行為に書いて、それで

オーケーかというとやや難しいのかなという気がはします。 

 少なくとももしそういう規律をオーケーだとするのであれば、信託管理人には非常に高

い能力が求められると思いますし、その場合も含めてですけれども、信託行為の記述はあ

る程度具体的な、具体的と言っても、個々の取引一個一個を全部書けというわけではもち

ろんありませんで、どういう場合に利益相反取引が必要になるのかというのを、公益信託

を使う場合であればある程度説明できるはずであるし、できるべきであると思いますので、

そのレベルである程度具体的に、少なくとも何も書かないというのではなくて、多少こう

いう取引をするのだと、例えば第三者から安価でいい食材を提供してもらうのだとか、そ

ういった場合に利益相反が生じ得るのだと、そのときに例えば信託管理人を承諾をもらう

のだと、そのレベルでは書かなければいけないのではないかと思っております。 

 以上です。 

○湯浅座長 大塚参与、ありがとうございます。 

 いずれにせよ、この文に関しては言葉が足らないのでいろいろな解釈のしようがあると

いうことで議論がいろいろ錯綜しているところもあるかもしれませんので、整理が必要か

と思います。いかがでしょうか。 

○大野次長 大塚先生にまとめていただきましたけれども、こういう考え方の下で具体的

に信託行為にどこまで書かなくてはいけないのかと。利益相反行為で予想されることを一

つ一つ書かなくてはやってはいけないのかというと、それはさすがに行き過ぎでしょうと。

では、先ほど大塚先生おっしゃったようなことでいいのかどうなのか。それはやはり信託

管理人の能力と全体のガバナンスの関係で見ていかなくてはいけないですよねという話が
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あると考えております。 

 いずれせよ、どこまで書くかという問題と、原価といいますか費用をどのように計算す

るのかということについて、やはり小規模の受託者がそんなに１円単位で企業会計に基づ

き厳格ではなくてはいけないのかという議論と、こうしたことに利益相反があり得るので

しっかりやっていきましょうという理念の世界は切り分けて考えていく必要があると考え

おります。細かい部分につきましては小規模法人にも配慮したような形で書けるよう、書

き方については工夫していきたいと思います。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほかの参与の方、何か御意見等はございますでしょうか。 

 林参与、お願いします。 

○林参与 違う論点に行ってもいいですよね。意見というのではないのが、資料の13ペー

ジの運用のところで、運用についての方針というのを書いていない場合のことが一番下に

書いてあって、規定されていない場合にはリスク資産による運用も許容されている云々と

いう部分なのですけれども、要するに書いていなかったら受託者の能力も含め厳しく見る

のだよという趣旨で書かれているのですよね。だから、その意味では一応理解はするので、

というか、公益信託のときに運用に関する基本的な僕のイメージは、デフォルトとしては

むしろ積極的にはやらなくて、預金とか手堅いものしかしないのだと。そうでないと、公

益信託で基本的なところは回らないよなというざっくりしたデフォルトイメージを持って

いるので、積極的にリスクのあるもので運用するというのはあまりデフォルト的にはない

かなと思っているのですけれども、もちろん規模もあるし、いろいろあるので、要するに

そういうものもあってやっていくのだというのも否定するところではないのだろうと思う

のだけれども、デフォルト的イメージはそういう積極的な感じではないな。そのことをお

伝えしたかったわけです。 

 多分、財産があって、目的とか事業の内容があるから、その中でやっていくとしたら手

堅い資産管理をしていくしかできないのであって、積極的なものがそこに入ってしまうと、

資産が目減りして目的が達成できなくなるリスクがあるから、多分そういうものも含め、

能力も含め、リスクのあるものにも行く可能性があるのだったら厳しく見ますよというこ

とだと思うので、そういう前提で見ているところだけ今は申し上げたかったです。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 180度違う感じが確かにしますので、事務局から御説明をお願いします。 

○大野次長 デフォルトはやはり自由というのがあるというのが私の考えで、自由を縛る

のだったら理由が必要であるという認識があるもので、こういう書き方になってしまって

います。だから、ある程度能力があるところだったら資産運用を積極的にやったらいいの

だろうなと思いつつも、そこは委託者がしっかりと最初に証明をしてくださいというのが

ここに書いてある趣旨だと御理解いただきたいと思います。 
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○林参与 林です。 

 受託者の能力とか権限的に言うと、本来は包括的で裁量があるから、おっしゃるように

そういうものもできてしかるべきなのだというのは理屈上はそうなのだけれども、現実に

やるのかとか、当該信託になっているかというとまた別物になるのだと思うのですけれど

も、そこの間で自分も揺れるというか悩ましく思う部分もあって、今、大野さんがおっし

ゃられたような考えもあるし、でも、自分がもし組成するのだったら手堅くやらないとあ

かんよなという感じで組成するので、僕が言いたいのは、両面あるというのは分かった上

で、どちらからイメージするかなというのと、もちろんリスクのあるものにも運用でやる

可能性があったら、厳しく見ますよという趣旨においては当然だし、認可申請の手続のと

きにどうなっているのですか、本当にあるのですかみたいな感じで詰められるのだろうと

思っているので、そういう趣旨ですので、スタンスは違うかもしれないけれども、大野さ

んが言われることを全く否定しようとしているつもりもないので、それだけです。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 吉谷参与、お願いします。 

○吉谷参与 関連で発言させていただきます。 

 私自身は運用の専門家が受託者でない場合に運用してはいけないということまで言うつ

もりはもともとないのですけれども、例えば資料１の13ページの下のところとかを見てい

ただくと、②のところでポートフォリオ方針とかリスク性資産の範囲、目標リターンとか

割合等についてまで信託行為に書きましょうとなっている。これは例えば専門家でない方

が運用する場合には、信託行為にこの程度まで書いたほうがどういうことをするのかはっ

きりして安心だというか運用できるということが分かるようにという趣旨で書かれている

のだろうとは思いました。その上で、実態として信託銀行でこういう運用の契約を書くと

きに目標リターンとか期待リターンとかまでは書いているかというと、それは書いてはい

ないということだと思います。そこは柔軟な形で対応できるようにしているというのが、

本当の運用の場合ですと委託者あるいは受益者と受託者が意見交換をしてここら辺の数字

を変更していくという形にはなっています。 

 ただ、ガイドラインで書かれているのはそういう専門家が受託者になる場合ではないと

考えていますので、その上でこの②の項目をみんな書いたほうがいいのかどうかというこ

となのですけれども、期待リターンの設定というのは確かに運用を考える場合では非常に

大切なことで、期待リターンを決めた上で、専門家に対してこの期待リターンで運用して

くれというような形で依頼する場合には非常に重要な点だとは理解しています。ただ、そ

の上で、本当にこの期待リターンを信託行為を決める段階で一義的に書くことができるの

かと言うと、そこも疑問だなと思いますので、これはケース・バイ・ケースということで

はないかと思いますけれども、書いたほうがいい場合もあれば書かないほうがいい場合も

あるだろうというわけで、例示として書かれるのはいいのかもしれないのですけれども、

これを必須とするというような形でガイドラインに書くのはちょっと書き過ぎなのかなと



19 

いう気はしております。 

 以上です。 

○湯浅座長 吉谷先生、実務的な御提案をありがとうございます。 

 事務局から御回答をお願いします。 

○豊福企画官代理 この部分は私自身が書いた部分なのですけれども、長年金融に携わっ

た者からすると、運用を受けた場合は、受ける立場にすると、多分この辺りをきちんと整

理しないと、運用と一言言われても大変難しいだろうなと思っています。逆にこれぐらい

は決まったほうが運用する立場に立ったらやりやすいのではないかというところではござ

います。 

 ただ、吉谷先生がおっしゃるとおり、あくまでも例示的な部分であろうかと思いますし、

委託者と受託者の合意の中で決まってくるということはよく理解しているつもりです。書

き方はまたいろいろ御相談させてもらえればと思いますので、引き続きよろしくお願いし

ます。 

 以上でございます。 

○吉谷参与 一言だけ追加でよろしいでしょうか。 

 おっしゃられていることは非常によく分かるのですけれども、やはり期待リターンに適

応するような分散投資を行うということ自体が運用の専門家でないとやはり困難なのだろ

うと思うのです。なので、こういう期待リターンというものを意識して運用しなければい

けませんよということを受託者に対して言うのは非常に大切なことなのだろうなと。そこ

は非常に強調したほうがいいのかなというところは全く同意見で、要するに期待リターン

というのをどうやってつくるのかということが理解できないような人が運用しようと思う

と非常に大変なので、そういう人は運用の専門家と必ず相談して運用してほしいなと思っ

ています。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

○豊福企画官代理 参考にした上で少し考えていければと思いますので、よろしくお願い

します。 

○湯浅座長 それでは、溜箭参与、お願いします。 

○溜箭参与 溜箭です。 

 海外にいて、複雑なプロジェクトの中にいるのできちんと読めていないのですが、今ま

で議論になったところで少しコメントさせてください。 

 今、話になっているのは運用のところだと思うのですが、まず細かいことから言うと、

利殖目的というのが1990年代の財テクみたいなイメージのことであると、これは困るなと

いう気がします。また、本当に安全なものでなければいけないということも少し考え直さ

なければいけない時期に来ているのではないかなという気がしていて、やはり公益信託で

ある公益法人であれ、信託財産というのは、もちろん財テクに回すみたいなことはしては
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いけないのですが、きちんと分散投資をして収益を上げつつ、そこからサステーナブルな

形で収益を上げて公益に使っていくということももう少しきちんと想定したことをガイド

ラインに書いていかなくてはいけないのではないかなという気がします。 

 今回のことですけれども、今回は信託行為における記載ですよね。そこでこういった運

用の対象であるとか方針とかを決めるということは、やはりやり過ぎではないかという感

触を私も持ちます。こういった財産の運用といったときには専門家をきちんと使うという

ことも大事で、専門家に託すというやり方も十分あるような気がするのです。 

 運用については、ここではなくて実際的な行為基準に当たるようなところで、受託者と

か賃貸管理人に能力がない場合にはきちんと専門家に頼めといったことを書くということ

になるべきだと私は思っていますけれども、そのようなことを考えるのであれば、ここに

細かい記載を求めるということはやはりやり過ぎではないかなと思っています。なので、

行為の段階での専門家の活用ということにシフトして、最初にこういったことを信託行為

に書くということは回避したほうがいいのではないかなと思っています。 

 既に意見が出ているところで、林さんが新しいテーマに行ってしまったので自重したの

ですけれども、その前に議論のあった利益相反のところです。利益相反は、信託法の規律

は受益者が特定されている場合を想定しているのは31条の規律の辺りだと思うのです。受

益者が特定されている場合には、受益者が同意をすれば多くの場合には利益相反行為に対

する同意が成立するということになります。しかし、公益信託であると、受益者というの

が不特定多数であり、信託管理人がどこまで能力を持っているかということも必ずしも確

証はないというところなので、やはり難しいところはあると思うのです。 

 同時に、公益信託というのは様々な活動を行うということが今回は想定されているとい

うことになる。先ほどから出ている子ども食堂のような例で、いろいろなことがわちゃわ

ちゃ起こっているというところで、一つ一つ、例えばある活動をやるといったときに、運

営主体から財産あるいは費用の支出を行うということと、公益信託の側から出していくと

いうことが競合することは十分あり得ることで、それを細かく見ていくということはやは

り現実性を欠くというのは岡本さんのおっしゃるとおりではないかなと思います。なので、

こういった利益相反の規律の在り方をそこまで細かくすることはやはり現実性を欠くとい

うのは私もそういうふうに思います。 

 そのときに、小規模を例外扱いしろということを考えることは、私は本当は賛成すると

ころではないのですが、むしろこれは小規模でもできるぐらいの規律にしておいて、大規

模な法人であるとかそういった場合についてはより具体的な規律を求めるぐらいのことで

やっていかないと、素朴なものについて非常にブレーキになってしまうのではないかなと

思っています。これは利益相反をどのように捉えるかというものと、例外を認めていくか

といったことにも関わってきますが、例えば今映っているところの例２ですよね。NPO法人

に寄附をしていているものについて、固有財産と公益信託のどちらに寄附があったものか

といったときですが、これは利益相反の扱いになるのかというのも私は本当はよく分から
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ないところです。ある人がNPO法人に寄附をしますよといったときに、それだけで分からな

い場合というのは基本的には固有財産ということになるのではないかなという気がします。

公益信託ということになると、様々な規制が入ってくる。なので、軽々に公益信託に寄附

ということはしてはいけないような気がする。むしろ寄附をしたときに、通常の意思とい

うのは、寄附と言えば寄附でNPO法人は自由に使っていいということになるのではないか

なと思います。税法上のことで公益信託に寄附をするということがあるのであれば、それ

を明確にするということになるのではないかなと思います。 

 この利益相反の例が本当は私はきちんと分かっていないところで、子ども食堂を運営す

るといったときに、NPO法人からの支出と公益信託からの支出が競合するといったときに、

ではどうするのかということをもう少し分かりやすく規定することも大事ではないかなと

思います。 

 考えながら発言しているということもあって、ぶれているところもあるかもしれません

が、取りあえず今までの議論で私の感じたことを申し上げました。 

○湯浅座長 溜箭参与、ありがとうございます。 

 では、利益相反から先に御回答いただけますか。 

○大野次長 利益相反につきましては、形式的に利益相反の疑われる行為に該当するか否

かという問題と、NPOが受託者の場合に固有業務との兼ね合いで生じ得る利益相反につい

てある程度柔軟性を持って受託者の裁量で認めていいのではないのかという議論を分けて

考えていかなくてはいけないのではないと思っております。 

 その上で、私としてはいかに透明性を確保していくのか。これは受託者側の固有業務に

ついても透明性を確保するということを含めて解決していけないかと考えています。この

制度全体として、固有業務と一体的に事務を行うような場合については、本来業務の事業

報告あるいは計算書類も公表対象にしますよという形で透明性の確保を図ることで一定程

度の解決を図る。それから、その間の取引につきましては、条件なども含めて財産状況開

示資料において透明性の確保を図る。そういったことで利益相反というのを柔軟に認めつ

つ、どんぶり勘定なり不当な利益は排除していくという方向性があるのではないのかとい

うことで全体的な制度をつくっているつもりでございます。 

 それから、運用の話でございますけれども、原案は少し書き過ぎていると感じるところ

はありつつも、受託者が勝手に例えばハイリスクの運用をやれるようにしていいのかどう

かと考えています。少なくとも基本的なところは信託行為に書いておいていただくことが

必要なのではないのかなと。何も書いていない場合にどうするかという話はあるのですけ

れども、少なくとも最初の段階で委託者に書くかどうかを迫るということは不可欠ではな

いかと考えております。 

○湯浅座長 運用の専門家に委ねるということだけの記載だったらいかがでしょうか。 

○豊福企画官代理 今も一応ガイドライン本文には、専門家を活用する旨を少しは書いて

おります。ガイドライン案の32ページの表の下になお書きで受託者自身の資産運用を行う
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能力がない場合、投資顧問ですとか投資一任を使うということを少し明記しています。 

○大野次長 専門家を使うのは構わないのですけれども、その際の最初の信託行為にどう

書くかということについて、リスクについて全く専門家に丸投げというのが許されるかど

うか。専門家はどうすればいいのだというのもありますので、どこまで細かく書くかとい

うのは別として、ある程度の方向性は書いておくことが望まれるのではないのかと私は考

えております。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 私も専門家はどんな形でリスクを取ったらいいのかは指示がないとやりようがないので、

そこは指示をいただかないと運用の専門家もどうしようもないとは理解しています。 

 その他の参与の方、何かございますでしょうか。 

 松前参与、お願いします。 

○松前参与 細かなところで、基本的なことかもしれないのですけれども、ガイドライン

の資料２の30ページのイのところで第三者からの寄附の受入れというのがまた別にあるか

と思うのですけれども、ここには追加の信託を含むと書いてあって、この追加の信託とい

うのがまだ理解がよくできていなくて、なお、規定がない場合は受託者の裁量によって受

入れ可能と書いてあるのですけれども、どういう場合かというのを教えていただければと

思います。 

○豊福企画官代理 追加信託は、委託者の方が最初に例えば5000万円公益信託を設定され

て、また２年後ぐらいにその公益信託に委託者の方が例えば1000万円拠出される場合、追

加信託という形をやるケースがよくございます。委託者以外の方がされる場合にはいわゆ

る信託への寄附という形で処理をするケースがございまして、委託者と委託者以外で使い

分けをしているケースがございます。 

○松前参与 受託者以外のところが気になるというか、裁量によって受入れ可能というの

はもともとの信託の目的に合わせて受け入れるみたいなことなのですか。 

○豊福企画官代理 公益信託というひとつ出来上がっているものがございますので、その

公益信託の目的とか公益事務を御理解いただいた上で御寄附を受けるような形だと思って

います。 

○松前参与 だから、追加という意味では、最初の委託者の趣旨に沿って、そこに使えま

すよということを前提に受け入れる。それが受託者の裁量という言葉になっているという

ことですね。 

○大野次長 受託者の裁量ですけれども、委託者も絡んで、契約ですので契約に入ってく

るということになるかと思いますので、それができるかどうかということだと思います。 

○松前参与 ありがとうございます。 

○湯浅座長 よろしいですか。 

 大塚参与、お願いいたします。 

○大塚参与 ありがとうございます。 



23 

 今の第三者からの寄附の受入れにつきましては、意見書も出しているのでそちらに譲っ

てもよかったのですけれども、せっかく論点が出てきましたので一言申し上げます。第三

者からの寄附のうち、追加信託を含まないというものであれば、基本的には合意があった

ほうがいいとは思いつつ、規定がない場合に受託者の裁量によって受け入れることは可能

であると思います。 

 しかし、追加信託の場合には、これは理論的にどう位置づけるかはよく分からないとこ

ろがありますけれども、少なくとも信託の変更あるいはそれに類するものに当たりますの

で、基本的には委託者の同意が必要であると、通常の信託であっても考えられているとこ

ろです。 

 実質的に見ましても、委託者の地位が当初の委託者以外の人にも与えられることになり

ますので、公益信託でも委託者の権限がある程度残されておりますところ、委託者が追加

されることによって、当初の委託者が思っていたのとは異なる運用がなされてしまう可能

性がございます。そうすると、理論的な面で見ても、実質的な面で見ても、追加信託の場

合には委託者の意思が明確でないという場合に受託者が裁量によって受入れ可能であると

扱うのは望ましくないというか、適切ではないと思います。もしかしたら追加信託かどう

かで何か違いを見いだしているのかもしれませんけれども、現在のガイドラインからする

と、追加信託も含めて受託者の裁量によって受入れ可能と取り扱われるように読めますの

で、その点は明確に区別したほうが望ましいだろうと思います。 

 以上です。 

○湯浅座長 大塚参与、ありがとうございます。 

 ただいまの御意見に対しまして、事務局から回答をお願いいたします。 

○大野次長 ありがとうございます。 

 信託法146条に委託者の地位の移転というのは、受託者、受益者の同意を得てということ

がございます。やはり委託者が現に存する場合は、現委託者の同意というのは当然必要な

のかなというのが前提としてあると思っておりまして、受託者だけの裁量でできるという

意図で書いたわけではないですけれども、若干誤解されかねないところもありますので、

書き方については工夫させていただきたいと思います。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほか何かございますでしょうか。意見書に御記載いただいた部分でも結構です。 

 吉谷参与、お願いします。 

○吉谷参与 資料１のほうには出ていないところなのですけれども、４章の26～27ページ

あたりのところで、私の事前提出意見でいうと25ページの68番について少しだけ意見を言

いたいと思います。 

 私がここで書いているのは、信託行為の中で公益信託の目的と公益事務について記載す

る場所があるわけですけれども、これと信託の変更における信託の目的の関係が明確では

ないのではないかと考えていまして、ここについてはガイドラインで方針を示したほうが
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後々信託の変更のときの解釈の助けになるのではないかなと考えています。 

 具体的には、公益信託の目的のところを今回はかなり詳しく書くように言われています

ので、ここについては委託者の合意がなければ必ず変更はできない。一方で、公益事務に

ついては、この公益目的の範囲内であれば、受託者と信託管理人の合意によっても変更す

ることが可能であると整理するという考え方もあるのかなと思っております。そこはあま

り明確でないので、明確化することを検討していただけるといいのではないかと考えてお

ります。 

 以上です。 

○湯浅座長 御提案ありがとうございます。 

 では、事務局から御回答をお願いします。 

○大野次長 今、ここの信託の目的が原則として公益信託の目的であるとやろうとしてい

おりますが、これについて何かやりづらいというような御意見でしょうか。 

○吉谷参与 よく解説書では、信託の目的というのは、信託行為全体を見て必ずしも契約

書で信託の目的と書いてあるところだけが信託の目的ではないですよというような解説が

されている場合があると思いますので、むしろここでは公益信託の目的のところに信託の

目的を書き切るのだということを明示的に示していただくのがいいのではないかなと思い

ます。例えば簡単に書くのはよくないとガイドラインに書いていただいていて、公益事務

を行うことが公益信託の目的ですとだけ書くのはいけないとガイドラインに示そうとされ

ているわけですけれども、もしそういうふうに書いたら、公益事務の内容を変更すること

は公益目的の変更と同義になってしまうと思いますので、そこはちゃんと分別して書かな

ければ、信託の変更のときに判断に困ることになりかねない、あるいは迷うかもしれない

ということで書くのがいいのではないかなと思いました。 

○大野次長 ありがとうございます。 

 そこは公益信託の目的というものと申請書に記載する信託公益事務の種類及び内容をど

う使い分けるかということでありますし、さらにその下に具体的な事業計画及び規定とい

うものがございます。その体系の中でどのように整理するかというのはあるのですけれど

も、その一番上のところに信託の目的であり公益信託の目的というのが存在すると考えて

ございます。そして、信託の目的というのは相当程度具体的に書いていただくということ

が求められるのではないか。ただし、相当程度と言っても、あまり細かいことまで書いて

しまうと、御指摘のとおり、修正のたびに非常に大変なことになってしまいますので、変

わり得るものがあるのであれば、公益事務の内容という形で書くか、さらにはもっとよく

変わるような話であれば事業計画で書くか、その辺りの使い分けをしていただくというこ

とになるかと思っております。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 岡本先生、お願いいたします。 

○岡本参与 よろしいでしょうか。お願いします。 
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 今の目的のこともとても大切な問題かなと私も思っています。公益信託法の４条２項に

公益信託の信託行為においては公益事務を行うことのみを目的とするというのがあって、

もちろんこれは収益事業をするなだというような文脈で普通はあると思うのですけれども、

公益事務を行うことのみするということなのだから、公益事務の具体的な中身が書かれて

いるものが変われば、公益事務の目的が変わるのだという言い方をすると、非常に細かな

公益事務の内容が公益信託の目的になってくるのだという議論が出てきかねないと思うの

で、その点については丁寧に議論したほうがいいのではないかというか、ガイドラインで

誤解がないようにしておいたほうがいいのではないかなという気が私もします。これが一

点です。 

 それから、公益信託の目的についてはある程度幅広い目的を書いてもいいようにすべき

だと。それが例えば遺言信託などでも遺言であまり時間がないようなときに、非常に細か

な内容を書いていないけれども、大きな形での目的を善意の目的として考えて、この地域

の子供たちのために使ってくださいということが免責に書かれているということであれば、

どういう形でそれを使うのかということが特定化されていないから、公益信託として無効

だと言うことはできないのではないかと思うので、そういう意味では、公益信託の目的と

しては幅広いものをちゃんと認めていって、受託者がそれを具体化していくということに

ついての裁量性を十分に認めるようなガイドラインの書き方がいいのではないかなと思っ

ています。これが一点です。 

 ２点目は追加信託の問題で議論がありまして、追加信託については、例えば遺言などで

委託者がいないような場合に、委託者権限の問題とも絡んでくると思うのですけれども、

委託者権限が大きいような追加信託を関与して受け入れてくるということになると、非常

に面倒くさくなるのではないかなと思うので、僕も具体的にそういうのでアドバイスして

いるときは、追加信託を受けるときは委託者権限を非常に限定して、追加信託で信託行為

の変更がないような形だし、それから、委託者権についても大きくないということを前提

にして追加信託を受け入れるような形を取ったほうがいいのではないかというアドバイス

をしています。 

 アドバイスをするということが実はこのガイドラインの中にはたくさんあって、先ほど

の運用の議論のところでも、期待収益をどこまで使うのかというようなことも含めて、こ

ういうようなことを書いたほうがいいですよということと、絶対にこれは書かなくてはい

けないということの区別が非常に曖昧になっているところがあって、多くの場合には合理

的に書いたほうがいいですよと親切な形で書いていたとしても、受け取るほうとしてはそ

れを書かなくてはいけないと取る場合が非常に多いかと思うので、そうではないというこ

とを免責にした上で、その場合にはこういうことをしてくださいとかということがはっき

り明示されるような書き方を、ほかのところでもそうですが、前から言っていますが、き

ちんと分けるということを本当に強く意識してやらないと、全て親切にアドバイスして書

いたつもりなのが、やったほうがいいねというのはガイドラインで書かれていることをや
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ったほうがいいですよねというのはたくさん思うことはありますが、やったほうがいいこ

とができないような状態の団体とか受託者もあるときに、必ずやらなくてはいけないのか、

やらなくても将来の工夫で何とか頑張ってやっていけばいいのかということについての違

いが非常に大きいので、そこについては書くほうも大変だと思いますが、そこははっきり

書いていただきたいと思います。 

 それと、運用については、既にかなり運用については株式とか不動産ぐらいのことにつ

いては念頭に置いて書かれているかと思うのですけれども、それ以外の例えば著作権だと

か、それ以外の財産権、様々の財産権についての運用と収益と収益目的事業との間の区別

がなかなか困難ではないかなと思うのですよね。それをあまり厳しくしていくと、著作権

などをいただいたとしても、著作権を丁寧に使って信託目的を達成するということの幅が

すごく狭められる可能性が出てきます。なので、運用と収益事業との関係の書き方につい

ては、財産権の多様性に応じたような、つまり、今までの信託銀行がやっていたような形

でなくて、それを超えるような多様な財産をどのように運用しつつ、公益信託目的を達成

するのかということについての基準となるような書き方をして、あまり基準を厳しくする

と、多様な財産権をちゃんと使って公益目的を達成しようということが非常に困難になる

可能性があるので、そこの幅をできる限り広げていくように努力をしていただきたいと思

います。 

 最後に、どうもガイドラインを読んでいくと、税法上の収益事業といわゆる法人法上の

収益事業、つまり、収益を目的とする事業との間の区別が若干曖昧になっているような書

き方が出てくる。読んでいると、どうもこれは曖昧ではないかなと思えるところがあるの

で、その区別も非常にきちんと限定して、公益目的事務として税法上の収益事業ができる

のだということははっきりと書いて、免責に分かるような書き方にしていただきたいと思

っています。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 では、事務局から御回答をお願いいたします。 

○大野次長 全て回答できるかあれなのですけれども、税法上の収益事業と公益事務とい

うのは重なり得るということで、そこら辺の区別はちゃんとやりたいと思います。 

 その上で、運用の限界がどこなのかというのは、実はかなり難しいところがありまして、

取りあえず金融資産に関してはある程度運用が固まりつつも、知財というのがどうなのか

というのは、正直、個別具体的な事情に即して考えるというようなことしか言えないのが

現状ではないのかなと考えております。いずれにしろ、収益といいますか、そのために手

足を動かして、そのための費用をかけて利益を生むような事業というものは収益事業とし

ては認められないというのが公益信託であると考えておりまして、その限界がどうなのか

につきましては、もうちょっと具体的な事情に即して考えていきたいと思っております。 

 それから、書きぶりについていろいろと御指摘をいただいております。私どもとしても
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まだ全て整理できていないところが多々あるということを前提として、かつ岡本参与のお

っしゃるような区別、望ましいというものとそうでないものを書き分けるように努力はし

たいと思いますけれども、禁止されるかというとそうではないと。ただ、それをやってい

なかった場合についてはガバナンスをしっかり見ますよというときに、それをどのように

書いていくのか。先ほどの運用の話でもありましたけれども、丸投げするのだったら、利

益相反のところですか。信託管理人が見ればいいということにするのだったら、信託管理

人の能力というのを非常にしっかりしたものでなければいけないですよというような話、

これをどうやって書いていくのかというのはなかなか知恵を絞らなければいけないところ

だと思っておりまして、できる限り具体的なニーズに即した書き方というのを心がけてい

きたいと考えております。 

○豊福企画官代理 もう一点なのですけれども、運用は、先ほど溜箭先生に御指摘を受け

たのですけれども、利殖目的ということを書きましたけれども、やろうとしていることが

例えば公益事務に該当して、公益事務になるのであれば話は少し違うということだけ申し

上げておきます。ここはあくまでも利殖目的で公益事務が別にあって、その中で持ってい

る金銭を利殖目的である場合の話ということで、たしか第３章に少し書いていたと思うの

ですけれども、運用自体が公益事務に該当するようなときというのはここでは論点は少し

違ってくるということだけ申し添えておきます。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほかの参与の方、御意見等はございますでしょうか。 

 林参与、お願いします。 

○林参与 林です。 

 違う論点に行きますけれども、資料の20ページの委託者が承諾したことを証する書類に

ついてというところなのですけれども、委託者に対して信託行為の内容だったりをしっか

り説明すべきだというのは当然だと思うので、そのことは全然いいのですけれども、証す

る書類というのは、要するに信託契約書とは別に書類を作りなさいというか、そういう趣

旨でしょうかという確認なのですけれども、契約にしっかり書かれているのだからそれで

問題ないでしょうという気もするのですけれども、申請だからまだ契約していない場合が

あるということか。それもあり得るかもしれないのですけれども、二重になったりしたら

煩瑣になるから、煩瑣にならないように工夫はしたほうがいいのではないのかという見方

もあるので、その辺りだけ確認したかったです。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 では、事務局から御説明をお願いします。 

○豊福企画官代理 この書類というのは、おっしゃるとおり、申請段階で出すものですの

で、信託契約を証する書面というのはその段階ではまだ捺印前で、多分ほぼ合意している

内容かと理解しております。審査の中で信託契約の中身も変わる可能性がございますので、
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申請段階で提出することと、こういう書面で送付する書面になっているということを理解

しているということを承諾していただくような書類になっております。フォーマットは少

し工夫が必要かと思っていまして、今悩んでいるところです。 

○林参与 手続的には、要するに煩瑣にならないようにというか、工夫いただくようにお

願いしたいと思います。 

 以上です。 

○湯浅座長 冒頭にありましたとおり、多分印紙税の関係があるので、認可後に締結とい

うのがデフォルトになる可能性があるので、どうしても必要になるのかなという気がいた

します。 

 そのほかの参与の方、お願いできますでしょうか。 

 岡本参与、お願いします。 

○岡本参与 今の点だけいいですか。すぐ終わります。 

 遺言信託の場合で、遺言の執行者が信託契約を変えられない場合には非常に困難な状況

が起こる可能性が高いので、そういう意味では、遺言信託の場合、遺言信託の中身に変更

可能性を許容するような中身を入れることを強くお勧めするというのは書いていいのでは

ないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○湯浅座長 では、事務局から御回答をお願いします。 

○豊福企画官代理 極めて個人的な見解で申しますと、遺言の中身ともあまりにも対立す

るかどうかの範囲がどこまでかというのは極めて民法的な世界で、一旦頭を悩ませている

最中でございます。まさしく遺言信託の場合、どうしても遺言の効力発行後でないとなか

なか難しいところもありますし、ただ、書いてある時点との時間差もあって、その内容が

そぐわないケースも多々あるというのは何となく理解しているのですけれども、それを誰

が変更していいのかというのは少し頭を悩ませている最中なので、またどこかの段階でお

知恵等を拝借できればと思っているところでございます。 

○岡本参与 ありがとうございます。 

 ただ、公益認可の審査の過程で遺言信託自身を変更しないと、公益認可が下りないとい

うケースが出てくる可能性があるので、そうすると非常に財産が不安定になったりする可

能性がありますので、今おっしゃった点も確かに大事だと思いますが、その辺りについて

の書き方を考えておいたほうがいいかなという気がしました。 

 以上です。 

○湯浅座長 岡本参与、ありがとうございます。今のは宿題ということで承りました。 

 その他の参与の方、この章に関して何かございますでしょうか。皆様、詳細に御意見を

出していただいているので、この章はこれでよろしゅうございますか。 

 続きまして、次の章に入らせていただきます。 

 それでは、第５章、公益信託の財務規律・情報開示等について、事務局から御説明をお

願いいたします。 
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○豊福企画官代理 引き続き私のほうからお話をさせていただきます。 

 第５章は公益信託の財務規律と情報開示等になってまいります。ここはボリュームがご

ざいますので、今月と来月の２回に分けてお話をと思っております。 

 今月は前段ということで、論点は３つほどになっております。 

 22ページは受託者に貸借対照表の要旨その他の財務に関する状況を記載した書類として

何を求めるかということですけれども、法20条２項１号で受託者自身のことについて定期

的に報告を求めるようになっているものでございます。規則の40条の１項１号あたりが書

かれているのですけれども、中身については事前の説明と変わっておりませんので割愛し

ますけれども、法人、個人によって若干分けて、イ、ロ、ハ、ニ、ホというような形で提

示しているところでございます。 

 それと、23ページ、24ページでございますけれども、こちらはいわゆる特定資産公益信

託における信託の帳簿でありますとか収支計算書、財産目録の中身になっているところで

ございます。 

 特定資産公益信託につきましては、金銭で受け入れて預貯金等で運用し、金銭を支給す

るというものになっております。そういう意味で、特定資産公益信託以外の通常の公益信

託とは若干違ったカテゴリーになってきまして、そちらの一般的な公益信託については公

益法人と同等の会計処理というのを考えているのですけれども、この特定資産公益信託に

ついては先ほど言ったような性格を持っておりますので、若干違った形でつくっていると

ころでございます。 

 中身については事前説明と変わっておりませんので割愛しますけれども、別途添付して

おりました研究会資料第７回の資料４でございます。こちらのほうで収支決算書ですとか

財産目録、入出金の記録が分かるような帳簿を少し明示的に作成しております。こちらの

内容につきましては、現在、税法上の特定公益信託、認定特定公益信託を受託している信

託協会さんともよくお話をしながら、現行実務を踏まえて少しお知恵を借りてつくってい

るところでございます。 

 私の説明は以上になります。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 ただいまの御説明について皆様から御意見、御質問をいただきたいと存じます。いかが

でございますでしょうか。 

 まだ粗々なところではありますけれども、弥永参与、もし入られていたら、何か御意見

はございますでしょうか。 

○弥永参与 ありがとうございます。 

 私は特定資産公益信託についてはできる限り簡略にしたほうがいいと考えているので、

現時点でここに書かれているようなことについては、基本的な考え方として全く賛成して

おります。特にここでこのようにガイドラインに書いていただくことは、特定資産公益信

託の受託者にとってもハードルが低くなるというか、要するに事務処理に余計な、余計な
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と言ってはいけないのですけれども、過度な負担がなくなるのではないかと思いますし、

また、これは全然今回の話とは違いますけれども、やはり他の法令の下でも本当は複式簿

記によることが必ずしも要求されていないにもかかわらず、複式簿記によらなくてはいけ

ないのではないかと過去に考えられていたケースもあったので、そういう意味では、特定

資産公益信託について丁寧過ぎるかもしれないというか、踏み込み過ぎるかもしれません

けれども、こういう今お示しいただいているような形で基本線はいいのではないか。また、

受託者になる可能性がある方々からの御意見も伺って、どういうところを明確にしてほし

いかということが分かれば、そこを書き足すというのがいいのではないかと思っています。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○湯浅座長 急に振ってしまって申し訳ございません。ありがとうございます。 

 そのほかの参与の方、何か御意見等はございますでしょうか。 

 岡本参与、お願いします。 

○岡本参与 私も特定資産公益信託が会計上監査のやり方でも可能になっているというこ

とはいいのですけれども、関連している人からの意見として、できるだけ複式簿記的な記

載のほうが望ましいという話はたくさん聞いているのです。 

 それで、先ほども法的な要求事項と望ましいということを分けて書いていくということ

からすると、特定資産公益信託においても複式簿記的な方向で記載することが望ましいと

いうことについては、ここは書くのはいいと思うのです。ほかのところについても、最低

限これは絶対やりなさい、その上でこれをやったほうが望ましいという書き方にしたほう

がいいので、特定資産公益信託についても複式簿記的な記載のほうが望ましいということ

は僕は書いていいのではないかと考えています。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。使い分けですね、承知しました。 

 その他、何かございますでしょうか。 

 では、松前参与、お願いします。 

○松前参与 松前でございます。 

 資料ありがとうございます。 

 資料４でございますが、今、特定信託についていろいろと御議論のある中で、こういっ

たひな形を御提示いただいていると思います。信託収支計算書というのを今後もっと、こ

れで決まりではないように思うのですけれども、収支のときの資金の範囲は明確に決めて

いただかないとこれは作れないのではないかなと思います。 

 特定資産信託であっても有価証券の評価とかもありますし、特定信託ではない場合は実

物資産とか固定資産が出てきたときに減価償却費とかが出てくるかと思いますので、そう

いったものも含めた場合に、収支計算書なり、どういうふうに信託法で定められた必要な

資料をそろえていくかというのはまだ議論が必要かなと思っておりますが、そういう理解

でよろしいでしょうか。 
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○豊福企画官代理 これはあくまでも特定資産公益信託だけに適用するものでございまし

て、それ以外の公益信託は来月以降の研究会で御議論いただければと思っております。基

本的には公益法人と同等という考えがベースにございまして、この特定資産公益信託は例

外的な扱いかという理解をしております。 

○湯浅座長 よろしいですか。 

 松前参与、資料４の収支決算書、それから、次の財産目録のところでのいわゆるネット

アセットのところが信託財産残高という名称になっていてそこの御意見もいただければな

と思っていますけれども。 

○松前参与 そこは気になっておりまして、信託財産残高について、収支を期首残高に足

したときに合わない要因がほかにもあるのではないかということで、そこが気になったと

ころでございます。有価証券とかについて評価とかがあったときに、収支以外にも出てく

るのかなと思いました。 

○湯浅座長 評価差額。 

○松前参与 はい。 

○湯浅座長 そこは要検討というところですかね。 

○大野次長 検討はしたいと思います。これはできる限り簡素にしたいなという意図で作

っているものと思っております。 

 それから、これ以外の公益信託についても、どうすれば簡素にできるかということで、

会計的に正しいやり方というのはいろいろあるのですけれども、たくさん書けば書くほど

見る気が起きないという話があり、かつ信託というのは、公益法人と違って多様性という

よりも、これしかやらないという場合にどこまでやるのか、簡素なことができるのかとい

うことを考えていく必要がある制度なのだと理解しておりますので、会計的な正しさをど

こまで追求するのかということも含めて御相談させていただきたいなと思っております。 

○松前参与 ありがとうございます。 

 私もなるべく簡素な計算書がいいと思っておりますけれども、会計処理の伝統的な処理

との兼ね合いもございますので、特に金融資産とかについてどういった処理まで考えるの

かというのも少し検討したほうがいいかなとは思います。 

 ただ、この基本的な収支計算書については特にこれでいいように思うのですけれども、

さっき申し上げたとおり、例えば有価証券の評価については評価損益があると、残高と収

支差額とはぴったり合ってこないと思いますので、その表現の仕方、これがこの言葉でい

いのかというところでいくのか、その辺だと思います。 

○大野次長 ここは検討させていただきます。 

○湯浅座長 吉谷参与、現状の公益信託ですと、有価証券は時価評価はしない。 

○吉谷参与 しないです。していないので、そういうのは出てこないのが現状です。 

○湯浅座長 それを継続するならば、原価評価を原則にすれば出てこないと。そういうふ

うなポリシーにするかどうか、それも検討ですね。承知しました。 
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○豊福企画官代理 信託銀行のある社では、持っている有価証券は国債だけと聞いていま

す。それも基本的に満期保有ということになっていて、それ以外の有価証券というのは、

今の税法基準でもたしか特別の団体の社債みたいにしか持っていないのですけれども、実

質的な国債オンリーだと思っています。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほか、参与の皆様、御意見等はございますでしょうか。 

 では、吉谷先生、お願いします。 

○吉谷参与 資料１に出ている本論ではないところなのですけれども、私の事前意見で26

ページの70番、71番というのが第５章に相当するところです。 

 70番のほうは簡単な話で、事業会社だと常勤、非常勤とかは書かないでいいですよねと

いうことを書いているだけです。 

 71番のほうなのですけれども、これは第５章27と書いていますけれども、今日の資料と

照らし合わせますと29ですので、そこは訂正させていただければと思います。 

 私、ここの閲覧請求のところを見まして、信託事務年度終了後の作成書類の開示方法に

ついては２条４項の準用というのがあって、受託者のホームページに掲載されたディスク

ロージャー誌のURLを示す方法でもいいのだろうなと思いました。これは確認なのですけ

れども、受託者のホームページのURLというのを考えたときに、よく考えると、財産目録等

はみんな内閣府の公益法人インフォメーションで公開されるようになっていますので、そ

こは公益法人インフォメーションの当該URLを示すだけでも十分なのではないかなと思っ

たのです。 

 さらに考えると、年度終了後の書類だけではなくて、財産目録等全てについて内閣府さ

んの公益法人インフォメーションにも全て開示されているものですから、どこに開示され

ていますよということを聞いてきた方に示すほうがむしろ非常に親切なのではないかなと

思いました。ただ、電話とかだとそれでいいような気がするのですけれども、実際に事業

所に来られたときに、法令上は画面で示すとはなっていますので、画面で示す義務がある

と思うのですけれども、実態としては公益法人インフォメーションで見てもらうのが一番

一覧性があっていいのではないかと思って、要するに、閲覧請求があったときにこういう

情報提供をすることが適切なような気がするので、そういうことはやはりガイドライン等

に書いていただいたほうがいいのかなという気はしているところです。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 実務的にはそうですよね。ただ、法令上どうなるかというところはありますけれども、

事務局から御回答をお願いします。 

○大野次長 実務的にはおっしゃるとおりのところもあるとは思うのですけれども、やは

り受託者本人が公表するあるいは開示するというところに意義がありますし、世の中全て

の人がホームページを見られるわけではないという状況もあるというところでありますの

で、公益法人インフォメーションというのを御紹介いただくことは構わないとは思うので
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すけれども、それさえやっていればいいというものではないということについては御理解

いただきたいと思います。 

○吉谷参与 義務としては理解しておりますけれども、実務としてはどちらが便利なのか

なという気はしているので、解説書とかには本当に公益信託のことを知りたい人はここで

こういうことが載っているということを示してあげるのがいいかなと思っております。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほか、御意見等は。 

 林参与、お願いします。 

○林参与 今のところにも関連してなのですけれども、開示請求に対して開示の方法とし

て受託者のホームページをという関連のことが何か所かあったかと思うのですけれども、

要するにデジタル活用を必ずしないといけないのかというか、デジタル対応していない受

託者だったらどうしたらいいのかと。それは気にはなっていて、要するにホームページを

開設しなさいみたいに言うのもあれだなと思って、どうしたものかなと。開示をしないと

いけないとか、求められたときにすべきことというのは決まっていて、それは吉谷参与も

おっしゃったところで、それは当然やるべきなのですけれども、実務的な方法の問題とし

てどうですかと。だから、私もデジタル対応ができていないから公益法人フォーメーショ

ンを見てくださいというやり方は十分あってもよさそうだと思っていたので申し上げまし

た。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほか、この章に関しまして何かございますでしょうか。よろしゅうございますでし

ょうか。 

 それでは、次のテーマに入らせていただきます。 

 次の２番、ワークショップ、調査研究について、事務局から御説明をお願いいたします。 

○事務局 ワークショップに関して、現在の検討状況に関して共有させていただきます。 

 ワークショップに関しては、従前の共有のとおり、今回のガイドライン策定のインプッ

トとして具体的な事業案を検討するということ、また、制度施行後にこういった公益活動

をする民間団体、地域の団体ですとか各領域の団体が類似の事業を参照として制度を活用

できるというところの検討を目的として現在企画の検討を進めております。 

 実施概要の詳細に関して、一定定まっているところを共有します。 

 第１回から第３回に関して、こちらに示す日時のとおりで現在準備を進めております。 

 場所は日本橋を予定しております。 

 団体に関しては、まさに今週の月曜日から金曜日と少しタイトな時間なのですが、団体

の募集をしておりまして、当初５団体を想定したのですが、予定よりも多くの団体に応募

いただいている状況でして、また週明けに厳正に団体の選考を行った上で、参与の皆さん

も含めてホームページの中で公開していきたいと考えております。 
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 また、こちらに記載しておりませんが、有識者として一部民間の支援団体の方々にも参

加を御依頼しています。具体的にはJANPIAという休眠預金の活用指定団体ですとか、日本

ファンドレイジング協会といったNPOの資金調達を支援する団体等に、制度としてほかの

寄附のツールと比べて公益信託というツールがどう活用できるのかというところを民間団

体と一緒に討議いただきたいなと思って、こういった方々にも御参加いただくことを想定

しております。 

 プログラム内容ですが、右側に記載のとおりです。 

 第１回目としては、民間団体の方も結構御自身で勉強されている団体も多くありますが、

まずは今回検討しているガイドラインの内容というところを一定丁寧に御説明する場を設

けたいと思っております。 

 第２回の中では、事業案という形でどういった寄附者からの信託、資産の寄附が想定さ

れるかというところ、また、各支援領域ですとか地域における民間団体の資金調達上の課

題はどういったものがあるのかといったところを踏まえまして、信託としての事務の事業

内容ですとか、それを受託する団体としてのステークホルダーとの座組の仕方といったと

ころを御提案として発表いただきたいと思っております。 

 こういった点を踏まえまして、第３回の中では、信託契約書全てを書き下すわけではな

いのですが、要綱という形である程度契約上押さえてほしいポイントというのを事業案を

基に策定すること、また、事業計画書や収支計算書といったところはまずは初年度のもの

を一緒に作成して、一個ひな形のモデルを作っていければと思います。 

 こうした検討を通じて、ガイドラインの中で団体から見て分かりにくいところもそうで

すし、一方で活用に向けた御提言といったところを団体からも挙げていただいて、こちら

を報告書として10月の研究会の断面で共有できればと思います。 

 メールでも御案内しましたが、座席としては確保しておりますので、参与の皆様方もも

し御都合がつけば御参加いただけるとありがたいなと思います。 

 また、御意見をいただきまして、当初は現地での実施だけを想定していたのですが、リ

モート環境も一定用意できそうですので、効率的なインタラクティブなやり取りみたいな

ところは難しいのですが、リモートでの参与の方に限定した配信も予定しているので、そ

ういった形で御参加いただける場合にはリンクの御案内をできればと思うので、お申しつ

けいただければと思います。 

 ワークショップに関しては以上です。 

 また、資料はないのですが、調査研究の件も前回御報告さしあげていまして、こちらに

関しては、今、公募要領を公開して、実施いただける事業者の募集を実施している断面に

なっております。こちらは９月２日が締切りとなっておりますので、また団体の選定等が

進み次第、研究会の中でもその実施状況を共有できればと思います。 

 ワークショップと調査研究の報告は以上となります。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 
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 ただいまの御説明につきまして、皆様から御意見、御質問をいただければと存じます。

御意見、御質問がある方はいらっしゃいますでしょうか。 

 岡本参与、お願いします。 

○岡本参与 ありがとうございます。 

 参与が遠隔でもお聞きできるという形に配慮していただいたことを感謝いたしたいと思

います。やらないよりははるかに、もっと早くからこれができたらよかったなと思ってい

るので、ちょっとしたことでも早く頑張ってやるのはすばらしいことだなと思っています

ので、期待しております。 

 １点ですが、できれば現場団体を入れられないかなと思います。あまり能力が高かった

り、それから、現場のことをあまり知らないような大きな団体、要は中間支援でもそうい

うところではないところも入れてほしい。僕は中間支援は非常に重要だと思っているので、

ここを入れるのは大切だと思いますが、そうではない現場団体、あまり大きくない現場団

体もぜひ入れて、使えるものだと思えるのかどうかということの意見をちゃんと聞いてい

ただく場にできたらいいなと思っておりますので、御考慮いただければうれしいです。 

 それと、もし時間が取れるようというか、半までであるのだったら、第４章についても

うちょっと意見がありますので、後で時間を取っていただけたら幸いです。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 現場団体ですね。 

○事務局 いただいたとおり、団体のバリエーションという観点は検討して考えたいなと

思います。 

 また、御指摘のとおり、中間支援団体というと一定大きな規模になってしまうとは思い

ますが、募集の中でも地域の団体の伴走実績のある団体を対象としておりましたので、そ

ういった中で中間支援団体が受託者というケースだけではなく、そういった団体が実際に

支援している地域の団体が受託するとなったときにどういった課題があるのか、どういっ

た座組が必要なのかといったところを考慮いただきたいというのは検討の中でも明示的に

お伝えしていきたいなと思っておりますので、そういった形で御指摘の点もカバーしてい

ければと思います。ありがとうございます。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 そのほか、何か御意見等はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 岡本参与からのリクエストのとおり、まだ時間がございますので、４章に戻らせていた

だきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 では、岡本参与、積み残しの部分をお願いできますでしょうか。 

○岡本参与 ありがとうございます。時間を取っていただいて恐縮です。 

 第１点は合議制機関の件です。私が出した意見書の８ページの９番からです。ここで書

いてありますが、合議制機関については、もともと法制審議会の議論でも必置にするか、
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そうではないかという議論があって、結局、そこについては書かない形になっているかと

思います。この中でも合議制機関があったほうがいいという場合があるだろうなというの

は僕も否定する気はなくて、あったほうがいいところはあると思うのですけれども、ただ、

ほかの能力が低いところは合議制機関でサポートしましょうというような発想というのも

理解できるのだけれども、それをどんどんやっていくと公益法人に近くなってしまって、

公益信託のメリットを生かせなくなるということが大事ではないかなと。そこを考えるの

がとても大事なので、ほかができないから合議制機関で抑えようという方向での議論の展

開と、そういう議論の展開を抑える議論も必要であるということを、法制審の議論の中で

は委託者の受託に対する信任という信託の本質に照らして、合議制機関の義務づけは相当

ではない。また、公益法人に比べ軽量・軽装備であるという公益信託のメリットを生かす

のであれば、複数の構成員の選任に伴う時間・費用等のコストを要する会議体の信託関係

人を新たに諮問機関または監督機関として設けることは避けるべきであるという意見が出

て、必置ではなくなったということがありますので、特定の場合に限定するべきだと。限

定をするというところの中身について、かなり丁寧に議論する必要があるのではないかな

と私は思っています。 

 ですので、合議制機関があれば、ガバナンスがしっかりできていればいいという議論に

ついては、論理の柱としては分かりますが、イギリスのチャリティーでもバランスでそう

いう形の規制を信託に対して求めているということはないので、イギリスのをそのまま持

ってこいと言っているわけではないですが、ガバナンス構造を要求しないと信託、公益信

託がうまく回らないというわけではないことについては理解もしていただきたいし、でき

るだけ必置規制的な方向に動いていくのはやめてほしいと思っています。さっき言った法

制審での議論を生かしていただきたいと思います。これが１点目です。 

 ２点目は資料の12ページで、項目番号でいくと16ですけれども、受託者の個人住所につ

いては、これは読み方で弁護士だけではなくて一般の個人事業主も事業所記載でいいとい

うことになっているかなと思いますので、もし弁護士だけに限定するのであれば、それは

やめてほしい。受託者個人の生活の場所である住所の公開は非常に限定する必要があって、

ネット世界では御存じのように非常に激しい嫌がらせとか、家族、親族のプライバシーが

公開されるということもあり得るので、限定的に、備え付け書類の閲覧希望の趣旨を委託

者に連絡した場合には速やかに閲覧させるというようなことも含めて、個人の家族が住む

ことも考えられる住所の公開を義務づけるのは最低限の範囲内に指定する方法を考えてい

ただきたい。事務所についての実際に事業が行われるような場ということを特定するよう

な仕組みをもって、個人住所については限定してほしいということです。 

 ３点目は、固有財産について先ほどもちょっとだけ議論があったと思うのですが、受託

者の個人の固有財産について、調書というのがいろいろな議論があった上で最終的に書類

を出させる。大きな意味では書類ですけれども、その中の調書というところまで来たので

すよね。だから、具体的な書類を提示するよりも、調書でいいので、しかも、固有財産を
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提出させるということの根拠として出されているのは、要は倒産したら困るということ、

破産したら困るということなのですよね。なので、破産するという状況について信託事務

の実施には支障がないことが必要なので、支障がないことについて説明してくださいとい

う形での記載で調書を作成させるという程度のことでいいのではないかなと思います。 

 個人の財産についてつまびらかに出させるというようなことについては、この間の議論

の中でも適切ではないのではないかということがあったと思いますので、その点を踏まえ

て、また、法令上も調書という形になったので、調書の中身としては誰かが何か調べて書

いた結果なので、本人にちゃんと書かせていくということで対応すればいいのではないか

なと考えております。 

 以上です。ありがとうございました。 

○湯浅座長 岡本参与、ありがとうございます。 

 では、事務局から御回答をお願いします。 

○大野次長 まず、合議制機関につきまして、合議制機関以外の対応方法というのはいろ

いろありますよという前提で合議制機関を置く場合はというような書き方にしていると考

えております。法制審でいろいろ議論があったということは承知しておりますけれども、

こういう合議制機関を置くということ自体が否定されているわけでもございませんし、公

益信託としてのガバナンスを確保する上でいろいろな手段がある中で、合議制機関を置く

ということは一つの手段として大いにあり得ると考えております。 

 それから、住所につきまして、御指摘もありますとおり、あまりむげに出すということ

は慎むような形にしたいと思いつつも、やはり受託者として責任を持ってやっていただく、

人が来たときには対応していただくというようなこともありますので、何が何でも住民票

上の住所を出しなさいというようなことにはできる限りしないような取扱いをしていきつ

つも、公益信託法上の義務が果たせるような形のものを考えていきたいと考えております。 

 それから、もう一点ですかね。固有の財産のことにつきましては、今、御指摘を踏まえ

たような形になっていると考えているのですけれども、現状についての御賛同の意見とし

て伺ったということでよろしいでしょうか。 

○岡本参与 順番に言うと、合議制機関については確かに僕もあったほうがいいというこ

ともありますし、あることで体制を整えてほしいということを言うことも場合によっては

必要だと思うのだけれども、その在り方を限定してほしい。その限定をついつい広げてい

って、あれば安心だよねという形での広がり方になっていると読めるので、ほかの説明で、

合議制機関についても、例の譲渡所得税との関係、承認特例との関係も出てきたりするの

で、一概には言えないところもあるのですけれども、それを踏まえても、一般的に公正と

か専門性とかというときに、行政的な公正性とか専門性とは違っているので、NPOの公正性

というのは行政機関的な公正性とはやはり違うので、つまり、多様性を前提としたような

形での公正性であり、専門性なので、そういうことが生かされるような形にしないと、専

門家と実務経験ということが必ず出てくるのですけれども、例えば当事者がその中に入る



38 

ということが非常に重要だというのは実務経験と評価されるのかというと曖昧だと思うの

で、もう少し幅広い形で、実際のNPOがやっているところはいろいろな人たちをいろいろな

理由に基づいて例えば理事にも入れたり、それから、実際に運営する会議の中に入れてい

くということがあるので、そういう意味での幅広さが入れられるようなことが必要で、従

来の形での助成事業での合議制機関の持っているがんの研究に対する助成をするからがん

の専門家を入れなくてはいけませんねというような水準だとか、それから、運用のときに

もちろん金融的な知識が非常にないと運用は不可能ですというような場合に、そういう専

門家を入れましょうと。それは当たり前に分かりますけれども、そうではないような形の

多様な事業が行われる場合の専門性とか公正性の確保というときには幅広く考える必要が

あって、その選択についても、それから、その設置についても、ある意味受託者の団体や、

それから、受託者そのものの裁量の幅というのを考えていくことが必要で、そういうこと

ができるということを委託者が信頼して、まさに信託して、信頼して預けるということの

リスクを引き受けるということでの委託と受託の形の自由さが本来の信託の本旨だと思う

ので、もちろん行政機関として受益者の公益目的なので税制優遇措置もあるのだからサポ

ートをきちんとしなくてはいけないというのは分かりますが、全体としての冒険とか多様

な実験を許すような仕組みというのを考えると、合議制機関の設置について必ず入れるべ

きだというような状況については限定性を強くしていただきたいと思っています。 

 ついでに言うと、今、ちょうど画面に出ているのですけれども、３分の１規制も信託の

場合は受託者が親族でもいいわけですよね。それなのに合議制機関に３分の１を入れると

いうのは、信託の論理から必ず出てくるところではないと僕は思います。さっき言った譲

渡所得税の問題からすると、承認特例の形で３分の１規制というのは出てくるかと思うの

で、そういう意味で必要だという議論をかぶせるのは残念ながら分かるのですけれども、

信託の中から３分の１規制が必然的に出てくるものではないと思っているので、当然のよ

うに出てくるのは、公共法人規制との横並びということで入れていると思うのですけれど

も、それは適切とは思っていないということです。 

 それから、調書については、調書の書き方は非常にバラエティーがあるかと思うので、

バラエティーが受け入れられるような形で各地方の行政庁が判断できるような、合議制機

関が判断できるような考え方にしてほしい、様式にしてほしいという意見でございます。 

 以上です。 

○湯浅座長 岡本参与、ありがとうございます。 

 合議制については、必置ではないにもかかわらず必置っぽく読めるという御懸念ですか

ね。これは書き方なのかもしれません。 

 それから、調書に関しては、自分はとにかく別途作る必要はなくて、あるものを出して

くれというようなところで書いていただいたと理解しているのですが、それでよろしいの

ですよね。 

○岡本参与 専門性ということで、高度の専門性がない場合には合議制機関を求めるとい
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う形に常になって、そういう傾向が非常に強いのだけれども、普通の団体というのは高度

の専門性は現場の知識で現場でやってきた経験が非常に重要なのです。そういうことを前

提にして考えると、合議制機関の今のつくり方についてはいろいろな点でこれはいけるの

かなと考えることが多いので、御考慮をお願いしたいということです。だから、あまり細

かく数とか資格とか何かについての限定性を強くするようなことを求めるようなことはや

ってほうがいいだろうなと思います。 

 以上です。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 重ねて事務局から何か御説明があればお願いします。 

○大野次長 合議制機関の専門性という意味で、高度な専門性は物によるということでは

ないかと思います。普通、多くのNPOさんが現場でいろいろな経験を重ねておられると。そ

のこと自体は、事業の性格にもよりますけれども、専門性があるということではないかと

考えております。 

 その一方で、国会でも議論になりましたけれども、一人でやるということと一人の判断

というものをどうチェックするのか。やはり複数で判断する。複数の見識が交わって、そ

こで検討するということに多くの公益性あるいは判断の適正性を確保するという意味があ

ると思っております。 

 それから、３分の１規制の話でございますけれども、公益法人のところに３分の１規制

というのがありますけれども、例えばそこまで重いものではなくても、一般法人の非営利

徹底型なんていうのも３分の１規制がある。特定の親族のために財産が用いられることが

あってはならないというのは当然のことであって、それを担保する仕組みをどうやって作

るのか。御指摘のとおり、信託管理人がしっかりしているというようなことであれば、そ

こまでうるさく言う必要はないでしょうと。そこは全体として見るということであるので

すけれども、そうではない場合については、受託者の判断をちゃんと適正にチェックする

仕組みが必要になるということではないかと思います。確かに受託者と委託者が親族関係

であっても構わないということではあるのですけれども、それはその親族のために財産を

用いていいということでは全くありません。それをしっかりチェックするということが公

益信託としては当然に求められるということではないかと考えております。 

○湯浅座長 御説明ありがとうございます。 

○岡本参与 でも、特別の利益を与えるような振る舞いがあってはいけないというのは当

然のことなので、そこについて異論を言っているわけでは当然ございませんので、念のた

め。 

○大野次長 それは当然で、特別の利益を与えてはいけないと書いてあれば、それは担保

されるのかというのがなかなか難しいところでありまして、そこはやはりそれぞれの公益

信託内部でのガバナンスというのが必要になってくる。法律に書いてあるからそれを全く

できるわけがないでしょうと言われてしまったら、ガバナンスなんて要らないということ



40 

になりかねない。そういうものではなくて、そういうことが起こらないような仕組みをガ

バナンスとしてどう確保するのかということが求められていると考えております。 

○岡本参与 ありがとうございます。 

 そうすると、どんどん事前規制になっていくということを僕は言っているということを

御理解ください。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 何かまだ言い残したということがあれば、どなたか。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、皆様、本日は御意見等をいただき、ありがとうございます。それから、事前

に資料を精査いただき、また、多くのコメントを頂戴し、誠にありがとうございます。 

 皆様からいただいた御意見等は事務局で整理いたしたいと存じます。 

 ちょっと早いですけれども、以上で議事関係は全て終了いたしましたので、これで終了

させていただきます。 

 それでは、最後に事務局からお願いいたします。 

○豊福企画官代理 ４点ほど事務連絡を申し上げます。 

 １点目は、本日の会議資料、議事概要及び議事録は公益法人インフォメーションにて公

表する予定でございます。 

 ２点目でございます。ガイドライン案につきましては、幅広い意見を聞きつつ検討を進

めていきたいと考えており、会議資料についてホームページで意見を受け付けることとい

たしております。一つ一つの御意見に回答することはできませんが、事務局において検討

の参考にするとともに、研究会にも御報告いたします。 

 ３点目でございます。本日御発言し切れなかった御意見につきましては、メール等でい

ただければ、次回の研究会にまとめて御提示させていただき、議事録等に記録することを

考えております。 

 ４点目でございます。次回の研究会は９月24日の13時から開催させていただく予定でご

ざいます。 

 事務連絡は以上４点でございます。 

○湯浅座長 ありがとうございます。 

 それでは、これで第７回「新たな公益信託制度の施行準備に関する研究会」を終了とさ

せていただきます。 

 皆様方には積極的な御議論をいただき、ありがとうございました。 


